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第１章 人 口 

 

１ 人口及び世帯数の推移（表１、図１） 

○ 人口（総数）は最近 5年間で、14,787人減少 

 平成１７年１０月１日現在で実施された第 18回国勢調査の本市の人 

口は 442,699人（琴海町を含むと 455,206人）、世帯数は 179,636世帯 

（琴海町を含むと 183,777世帯）となっています。 

前回調査（平成１２年）と比較すると、平成１７年１月４日に西彼杵

郡の 6町と合併したため人口で 19,532人の増加（増減率 4.62％）、世 

 

対前回 対前回

回 実施年 面積 世帯数 人口 人口

（k㎡） 総数 男 女 増減数 増減率 の人員 （男/女） （k㎡当たり）

第　１回 大正　９年 41.10 37,039 176,534 90,937 85,597 … … 4.59 106.2 4,295.2

第　２回 　　　１４年 41.10 40,560 189,071 94,346 94,725 12,537 7.1 4.54 99.6 4,600.3

第　３回 昭和　５年 41.10 42,833 204,626 102,563 102,063 15,555 8.2 4.65 100.5 4,978.7

第　４回 　　　１０年 41.10 43,470 211,702 106,258 105,444 7,076 3.5 4.74 100.8 5,150.9

第　５回 　　　１５年 90.54 … 252,630 129,150 123,480 40,928 19.3 … 104.6 2,790.3

第　６回 　　　２２年 90.54 45,766 198,522 98,296 100,226 △ 54,108 △ 21.4 … 98.1 2,192.6

第　７回 　　　２５年 90.54 54,407 241,805 118,468 123,337 43,283 21.8 4.39 96.1 2,670.7

第　８回 　　　３０年 121.32 65,274 303,724 148,230 155,494 61,919 25.6 4.67 95.3 2,503.5

第　９回 　　　３５年 121.32 81,729 344,153 166,713 177,440 40,429 13.3 4.35 94.0 2,836.7

第１０回 　　　４０年 207.09 103,077 405,479 193,934 211,545 61,326 17.8 4.02 91.7 1,958.0

第１１回 　　　４５年 207.61 116,899 421,114 199,697 221,417 15,635 3.9 3.68 90.2 2,028.4

第１２回 　　　５０年 239.65 134,783 450,194 214,005 236,189 29,080 6.9 3.40 90.6 1,878.5

第１３回 　　　５５年 240.43 143,448 447,091 211,295 235,796 △ 3,103 △ 0.7 3.18 89.6 1,859.5

第１４回 　　　６０年 241.76 149,453 449,382 211,546 237,836 2,291 0.5 2.95 88.9 1,858.8

第１５回 平成　２年 240.77 156,731 444,599 207,651 236,948 △ 4,783 △ 1.1 2.78 87.6 1,846.6

第１６回 　　　　７年 241.09 165,078 438,635 204,198 234,437 △ 5,964 △ 1.3 2.61 87.1 1,819.4

第１７回 　　　１２年 241.20 166,391 423,167 196,213 226,954 △ 15,468 △ 3.5 2.49 86.5 1,754.4

第１８回 　　　１７年 338.72 179,636 442,699 203,292 239,407 19,532 4.6 2.40 84.9 1,307.0

注）　１世帯の人員＝一般世帯人員/一般世帯
　　　一般世帯数（人員）とは世帯数（人口）より入院患者、寄宿舎及び施設などの入居者を除く

表１　長崎市の国勢調査人口・世帯数の推移

人　　口（人） １世帯 性比 人口密度
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帯数で 13,245世帯の増加（同 7.96%）となっています。 

しかし、合併した 6町の平成１２年国勢調査結果を長崎市の平成１２

年国勢調査結果に合算して推移を比較してみると、人口は 14,787人の

減少（同▲3.23％）、世帯数は 336世帯の増加（同 0.19％）となってお

り、人口は昭和 60年をピークに減少の一途をたどっています。 

減少の主な要因としては、本市の社会動態（転入－転出）がすでに、 

昭和４２年頃よりマイナス（社会減少）に転じ、そのまま推移してい

ることと、最近の急激な少子化の進行があげられます。 

昭和５０年（暦年）出生数が 7,652 人、自然動態（出生－死亡）が

5,091人であったものがともに年々減少を続け、昭和６０年頃から自然

増加が社会減少を補うことが出来なくなり始めました。 

平成１５年には出生数が 3,425人、自然動態が▲147人とついに出生

数を死亡数が上回る現象が起き、社会動態も自然動態も減少の局面に突

入しました。 

平成１７年では、出生数が 3,306人、自然動態が▲940人と激減して

おり、本市の人口減少に拍車をかけています。 

世帯数は、昭和２５年の第 7回調査から昭和５０年の第 12回調査ま

での人口増加にともない順調な伸びで推移し、その後は増加率がかなり
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鈍化しますが、現在も増加を続けています。 

1 世帯当たりの人員（一般世帯）の推移をみると、第 10 回昭和４０

年調査までは 4人台であったものが、その後減少を続け第 11回昭和４

５年調査で 4人台を割込み、第 14回昭和６０年調査で 3人を割込み、

今回の平成１７年調査では 2.40人となっています。 

人口減少の中の世帯数増加は、核家族化の進行のみならず、単身世帯

の増加がその要因の一つと思われます。 

 

２ 年齢 3区分別人口の推移（表 2、図 2） 

○ 少子化の進行速度 

 ① 年少人口（15歳未満）は、昭和３０年調査より５０年調査までは 

多少の変動はあるとしてもほぼ一定に推移していると考えられ、そ 

れ以降に減少が始まっています。昭和６０年代にはいると減少速度 

がかなり加速しています。 

年少人口は、過去３０年間（昭和５０年と平成１７年の比較）で 

52,745 人の大幅な減少（増減率▲47.23％）となっています。今回

回 実施年

１５歳 １５～ ６５歳 １５歳 １５～ ６５歳 １５歳 １５～ ６５歳

総数 未満 ６４歳 以上 未満 ６４歳 以上 未満 ６４歳 以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

第　８回 昭和３０年 303,724 106,319 185,458 11,946 … … … 35.0 61.1 3.9

第　９回 　　３５年 344,153 113,175 216,242 14,736 6,856 30,784 2,790 32.9 62.8 4.3

第１０回 　　４０年 405,479 116,994 267,496 20,989 3,819 51,254 6,253 28.9 66.0 5.2

第１１回 　　４５年 421,114 108,697 286,904 25,513 △ 8,297 19,408 4,524 25.8 68.1 6.1

第１２回 　　５０年 450,194 111,677 306,099 32,360 2,980 19,195 6,847 24.8 68.0 7.2

第１３回 　　５５年 447,091 104,199 303,983 38,718 △ 7,478 △ 2,116 6,358 23.3 68.0 8.7

第１４回 　　６０年 449,382 96,866 306,387 46,013 △ 7,333 2,404 7,295 21.6 68.2 10.2

第１５回 平成　２年 444,599 83,766 304,120 56,261 △ 13,100 △ 2,267 10,248 18.8 68.4 12.7

第１６回 　　  ７年 438,635 72,815 297,067 68,465 △ 10,951 △ 7,053 12,204 16.6 67.7 15.6

第１７回 　　１２年 423,167 62,327 280,214 80,480 △ 10,488 △ 16,853 12,015 14.7 66.2 19.0

第１８回 　　１７年 442,699 58,932 283,492 100,034 △ 3,395 3,278 19,554 13.3 64.0 22.6

注）　人口総数は、年齢不詳を含むため各年齢層の合計と一致しません。

表2　長崎市の国勢調査年齢３区分別人口の推移

人　　口（人） 対前回人口増減（人） 構成比率（％）
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は、西彼杵郡の 6 町と合併して総人口が増加したにもかかわらず、

前回調査時より減少しており、少子化の進行がかなりハイペースに

なっていることがうかがえます。 

 

○ 生産年齢人口に少子化の影響 

 ② 生産年齢人口（15～64歳）は、人口（総数）の推移とほぼ同じ動 

きになっていますが、平成７年からの減少が目立ちます。対前回増 

減数は、平成７年調査で 7,053 人の減少（増減率▲2.32％）、平成 

１２年調査で 16,853人の大幅な減少（同▲5.67％）、今回の調査で 

は 3,278人の僅かな増加（同 1.17％）っています。 

平成１７年の西彼杵郡の 6町との合併により、今回調査結果で僅 

かに増加したとはいえ、この年齢層の慢性的な転出超過もさること

ながら、年少人口の減少が加速した昭和６０年頃から２０年が経過

し、当時の年少人口層が生産年齢層に達してきたことの影響が大き

くなったものと思われます。 

 

○ 老年人口と年少人口の格差が大幅に… 

③ 老年人口（65歳以上）は、昭和３５年までは総人口に占める比率

が 5%未満で特に高い比率ではなかったが、 毎回確実に大幅な増加

図２　人口（総数）及び年齢３区分別人口の推移
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を繰り返し、昭和５０年調査では 32,360人であったものが、今回の

調査では100,034人と、過去30年間で約3.1倍、増減数にして67,674 

人の大幅な増加（増減率 209.12％）になりました。 

 

３ 合併市町の人口の推移（表３、図３） 

○ 長崎市（旧）は過去１５年で、３１,５９２人（増減率▲７．１％） 

の大幅な減少 

 今回の調査（平成１７年）では、長崎市で 10,160人（増減率▲2．4％）、 

外海町で 2,291 人（同▲30.9％）、野母崎町で 1,292 人（同▲15.9％）等の 

減少、また合併市町全体では、14,787 人（同▲3.2％）の減少となって 

います。 

 三和町では平成１２年調査から人口がマイナスに転じたため、合併し 

たすべての市町で、人口が減少しています。今回の調査で、外海町の著 

しい人口減少は平成１３年の池島炭鉱閉山の影響がおおきかったものと 

思われます。 

 人口減少の原因をみると、進学、就職等で２０歳前後の世代が県外に 

転出し社会動態がマイナスになることは、多少程度の差はあれ全合併市 

町で共通になっています。また自然動態をみると、長崎市では平成１５ 

      　　 表３　合併市町の人口の推移

の人口増減 の人口増減 の人口増減

平成12年 平成1７年 平成17年 平成12年 実  数 　率　 実  数 　率　 実  数 　率　
の市町村 の市町村 （％） （％） （％）

長 崎 市 長 崎 市 413,007 423,167 △ 10,160 △ 2.4 △ 15,468 △ 3.5 △ 5,964 △ 1.3

香 焼 町 長 崎 市 4,196 4,512 △ 316 △ 7.0 △ 173 △ 3.7 △ 246 △ 5.0

伊 王 島 町 長 崎 市 807 1,035 △ 228 △ 22.0 △ 125 △ 10.8 △ 73 △ 5.9

高 島 町 長 崎 市 722 900 △ 178 △ 19.8 △ 119 △ 11.7 △ 237 △ 18.9

野 母 崎 町 長 崎 市 6,809 8,101 △ 1,292 △ 15.9 △ 443 △ 5.2 △ 868 △ 9.2

三 和 町 長 崎 市 12,044 12,366 △ 322 △ 2.6 △ 538 △ 4.2 656 5.4

外 海 町 長 崎 市 5,114 7,405 △ 2,291 △ 30.9 △ 907 △ 10.9 △ 1,087 △ 11.6

442,699 457,486 △ 14,787 △ 3.2

琴 海 町 12,507 12,649 △ 142 △ 1.1 845 7.2 850 7.8

長 与 町 42,655 40,356 2,299 5.7 4,979 14.1 1,737 5.2

時 津 町 29,127 28,065 1,062 3.8 1,133 4.2 1,706 6.8

平成12年～17年

合　　　　　計

地　　　　　域 人    口

総　数
平成7年～12年 平成2年～7年
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年にマイナスに転じましたが、６町では概ね昭和６３年頃から、すべて 

マイナスになっています。 

わが国の人口が平成１７年から減少に転じたことから見ても、長崎市 

の人口が増加する要素は見当たらず、人口減少社会が続くこととなりそ

うです。 

 

○ 最近、県外との異動状況に異変 

 今回の調査で、長崎市（旧）の人口は 10,160人減少しましたが、この 

内容についてもう少し詳しく見てみましょう。 

 平成１５年中(暦年)の県外間の異動状況（住民基本台帳）は 1,464人 

の減少、１７年は 2,717人の減少、１８年は 2,720人の減少となってい 

ます。 

 平成１７、１８年は減少数が近年になく多かったことから、平成１５ 

年と１７年を選び、各１年間の県外間の異動人口を年齢別のグラフに整 

理してみました。（図３） 

 

①  最初に目に付くのが２５歳から３９歳までの年齢層で、平成１７

年は減少が著しくなっています。従来の県外間異動では、平成１５

年のように２５歳を越えると急速に安定しました。 
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縦軸は、各年齢層の人口総数に対する、異動人口の割合になっています。（基準人口は、各年の１０月１日の推計人口）
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このことは進学、就職等で転出する年齢層が２４歳以下に集中し 

ている理由によるものです。 

   ２５歳から３９歳の年齢層は、仕事をもち、家庭をもち、子供を 

もつ年代であるため、その子供世代である０歳から１４歳の年齢層 

の減少が肯けます。この年齢層の減少は転出の増加によるもので、 

合併前の平成１６年から平成１８年と続いています。 

減少の理由としては、平成１６年の事業所・企業統計調査で従業 

者が大幅に減少したこと等があげられ、県外の企業が長崎支店を閉

鎖又は縮小し人員の補充を行わなくなったことが考えられますが、

これについては推測の段階であり平成１８年の事業所・企業統計調

査の結果などにより、判断されることとなりそうです。 

 

②  次に目に付くのが、１５歳から１９歳の年齢層よりも、２０歳か 

ら２４歳の年齢層の減少が顕著になっていることですが、これは女

性の転出が増加したためで、理由は今のところ不明です。 

  

○ どうなる、ドーナツ 

平成１２年の国勢調査時点では、長崎市の５年後の人口は 18,000 人

程度減少することが予測されていましたが、平成１１年頃から県内間異

動が安定したこと、言い換えると近隣の長与町、時津町等に住居をもと

めて転出するケースが減少し、平成１４年には県内間の異動がプラスに

転じたことなどにより、18,000人の減少はないことが容易に推測されま

した。 

  ところが、減少数が 10,000 人を超えたことは、県外間の異動に異変が 

がおきたことが原因になっています。 

 県内間異動の安定は、長与町及び時津町等で近年大規模な団地の造成 

がなかったこと、長崎市の中心部の地価の下落及び建築費の下落など

により生活に便利な中心部のマンションが購入しやすくなったこと、最

近の若い世代の一戸建住宅志向のうすれなどがその背景にあるものと思

われますが、忘れてならないのが最近長崎市の人口が大幅に減少してい 

ることです。 
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 県内間異動が安定している中での人口の減少は、かつて長崎市の人口 

が大幅に増加し、住宅の不足等から近隣市町に市民の多くが転出した時 

代とはまったく異質のものであり、今後人口減少社会が続く中において 

長崎市はかつての活力を失い、長与町及び時津町もベッドタウンとして 

の役目を徐々に失っていくことが予想されます。 

 

４ 合併市町の年齢３区分人口（表４） 

○ 人口減少割合が高い地域で、少子高齢化が顕著 

老年人口の割合は、高島町で 46.4％、伊王島町で 44.4％、外海町で 

40.5％とこの３町が 40％を超えています。 

年少人口の割合を見ると、高島町で 6.8％、伊王島町で 7.6％、野母崎 

町で 9.7％、外海町で 9.9％となっており、この４町が 10％を割ってい

ます。 

 ５年前の平成１２年調査との比較で人口減少割合の著しい、外海町、 

伊王島町、高島町の老年人口を見てみると、この５年間で伊王島町及び

高島町は多少の減少がみられますが、外海町は増加しており、人口減少

は年少及び生産年齢層に集中していることがうかがわれます。 

 この著しい人口の減少は「少子高齢化」を大きく加速する他、「過疎 

       　　表４　合併市町の年齢３区分人口

人    口

総　数 実　数

平成12年 平成1７年 平成17年 年少人口 生産年齢 老年人口 年少人口 生産年齢 老年人口
の市町村 の市町村 15歳未満 人口 65歳以上 15歳未満 人口 65歳以上

15～64歳 15～64歳

長 崎 市 長 崎 市 413,007 55,749 266,142 90,875 13.5 64.4 22.0

香 焼 町 長 崎 市 4,196 576 2,599 1,021 13.7 61.9 24.3

伊 王 島 町 長 崎 市 807 61 388 358 7.6 48.1 44.4

高 島 町 長 崎 市 722 49 338 335 6.8 46.8 46.4

野 母 崎 町 長 崎 市 6,809 661 3,730 2,418 9.7 54.8 35.5

三 和 町 長 崎 市 12,044 1,332 7,754 2,958 11.1 64.4 24.6

外 海 町 長 崎 市 5,114 504 2,541 2,069 9.9 49.7 40.5

442,699 58,932 283,492 100,034 13.3 64.0 22.6

琴 海 町 12,507 1,907 7,810 2,790 15.2 62.4 22.3

注)　人口総数は、年齢不詳を含む。

年齢３区分人口 年齢３区分人口
構成比率（％）

合　　　　　計

地　　　　　域
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化」を早める要因となります。 

 

５ 全国、長崎県、近隣市町の年齢３区分人口（表５、表６） 

○ 長崎市（６町を含む）の年少人口の割合は 13.3％で、全国平均以下 

  全国の３区分人口は、年少人口 13.7％、生産年齢人口 65.8％、老年 

人口 20.1％で、長崎県は同 14.6％、61.8％、23.6％となっています。 

長崎県は全国と比べると年少人口と老年人口の割合が高く生産年齢人

口が低くなっており、高齢化が進行しています。 

長崎市は同 13.3％、64.0％、22.6％で全国より少子化及び高齢化が進 

行しています。特に年少人口の割合は、平成１２年調査は全国を上回っ

ていましたがこの５年間でかなり少子化が進行したのがうかがえます。 

近隣市町をみても、年少人口が 14％を割り込んでいるところはなく、 

長崎市の少子化はかなり深刻になっています。 

 老年人口の割合は、佐世保市、島原市、諫早市、琴海町でも全国を上 

回っています。 

 

      　　　 表５　全国、長崎県及び近隣市町の年齢３区分人口

人    口

総　数 実　数
地　　　　　域

平成17年 年少人口 生産年齢 老年人口 年少人口 生産年齢 老年人口
15歳未満 人口 65歳以上 15歳未満 人口 65歳以上

15～64歳 15～64歳

全 国 127,767,994 17,521,234 84,092,414 25,672,005 13.7 65.8 20.1

長 崎 県 1,478,632 215,987 913,224 348,820 14.6 61.8 23.6

長 崎 市 442,699 58,932 283,492 100,034 13.3 64.0 22.6

佐 世 保 市 248,041 35,530 155,115 57,155 14.3 62.5 23.0

島 原 市 38,316 5,395 22,509 10,408 14.1 58.7 27.2

諫 早 市 144,034 22,360 92,050 29,614 15.5 63.9 20.6

大 村 市 88,040 15,377 56,619 16,032 17.5 64.3 18.2

琴 海 町 12,507 1,907 7,810 2,790 15.2 62.4 22.3

長 与 町 42,655 7,865 27,987 6,792 18.4 65.6 15.9

時 津 町 29,127 5,077 19,543 4,446 17.4 67.1 15.3

注)　人口総数は、年齢不詳を含む。

年齢３区分人口 年齢３区分人口
構成比率（％）



 28 

○ ５年後（平成２２年）の長崎市は、４人に１人が高齢者 

  少子化は、今後行政、地域、企業等の協力のもと生みやすい、育てや 

すい社会環境をつくることで、ある程度遅らせることができますが、高 

齢化は必然で超高齢社会は目の前にせまっています。 

 将来、老年人口がどれくらいになるかは、その社会集団における人口 

総数の年齢構成で大きくかわります。 

 ５年後に 65歳に達する年齢層は、現在 60～64歳の年齢層であること 

から、この年齢層について、近隣市町の状況をみてみると、人口総数に 

占める割合は琴海町の 6.76％が最高で、ついで島原市、佐世保市、長崎 

市の順となっています。 

団塊の世代がすべて 65 歳に達する１０年後（55～64 歳）をみると、 

琴海町が 15.52％と非常に高く、以下順番は５年後と同じになっていま 

す。  

 これを基礎に長崎市の将来の老年人口を推計すると、平成２２年は、 

約 11万人、平成２７年は、12万人を超えることになると思われます。 

老年人口の比率は、長崎市が人口減少社会であり、その程度により老年 

人口比率が変化するため予測が難しいところですが、平成２２年は約25％ 

平成２７年には 29％前後になると思われます。 

      　　　 表６　長崎県及び近隣市町の５５～６４歳人口

平成17年

地　　　　　域 人口総数

人口 割合（％） 人口 割合（％）

長 崎 県 1,478,632 90,226 6.10 206,815 13.99

長 崎 市 442,699 27,420 6.19 63,528 14.35

佐 世 保 市 248,041 15,518 6.26 35,693 14.39

島 原 市 38,316 2,474 6.46 5,556 14.50

諫 早 市 144,034 8,459 5.87 19,516 13.55

大 村 市 88,040 4,964 5.64 11,317 12.85

琴 海 町 12,507 845 6.76 1,941 15.52

長 与 町 42,655 2,400 5.63 5,513 12.92

時 津 町 29,127 1,755 6.03 3,991 13.70

60～64歳 55～64歳
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６ ５歳階級別人口構成の推移（図４、図５） 

○ 平成１７年は、逆ひょうたん型の人口ピラミッド 

人口ピラミッドの推移をみると、昭和５０年及び昭和６０年調査では、

ほぼ釣鐘型で土台もしっかりし、概ねピラミッドの形態になっています。 

平成１２年、平成１７年は土台が貧弱で、どちらかというと「逆ひょ

うたん型」に近い形態に変化しています。 

長崎市の年齢別人口構成は、「少子高齢化」等の進展により過去３０ 

年で大きく様変わりしました。 

 

○ ７５歳以上の後期高齢者が大幅に増加 

長崎市の後期高齢者の人口は昭和５０年には 10,058 人、全体に占め 

る割合は 2.2％でしたが、平成１２年には 33,633 人（同 7.9％）、平成

１７年には 48,701人（同 10.9％）となっています。この３０年で、4.8

倍にもなっており、老年人口全体の増加率をはるかに上回っています。 

 平均寿命の伸びが、背景にあると思われます。 

 

○ ８５歳以上では、男性は女性の約３分の１ 

１５歳未満では、男性が僅かに多くなっていますが、２０歳に近づく 

と、進学、就職で転出するのは、男性が多いため性比が逆転します。 

５９歳まではほぼ一定に推移しますが、６０歳を過ぎると、男性はど

んどん減少し、８５歳以上では僅か 36になってしまいます。 
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